
 

 

令 和 ２ 年 度 

 

第１回江別市国民健康保険運営協議会 

（書面開催） 

 

 

 

≪ 会  議  次  第 ≫ 

 

 

１ 報 告 事 項 

 （１）令和２年度江別市国民健康保険特別会計決算見込みについて 

 （２）軽減判定所得の算定方法の見直しについて 

 （３）国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）に係る 

令和元年度評価について 

（４）令和３年度江別市国民健康保険特別会計予算の編成方針について 

２ 協 議 事 項 

（１）令和３年度国民健康保険税の課税限度額について 

（２）令和３年度国民健康保険事業費納付金概算額について 

 





単位：千円

令和元年度 令和3年度 予算 令和2年度決算
決算額 予算額（当初） 予算額（補正後） 決算見込額 予算見込額 増減 見込みとの差額

Ａ ※予定含む B C C－Ａ Ｃ－Ｂ

1 2,049,064 1,949,101 1,949,101 1,933,001 1,903,888 △ 45,213 △ 29,113

2 一般被保険者分 2,048,474 1,948,541 1,948,541 1,932,615 1,903,572 △ 44,969 △ 29,043

3 退職被保険者分 590 560 560 386 316 △ 244 △ 70

4 3,437 2,350 2,350 71,520 1 △ 2,349 △ 71,519

5 9,139,532 9,051,009 9,115,823 9,037,982 9,167,391 116,382 129,409

6 1,029,570 1,040,213 1,040,213 1,011,246 1,039,326 △ 887 28,080

7 117,895 111,568 111,568 111,568 0 △ 111,568 △ 111,568

8 191,271 1 166,735 166,734 1 0 △ 166,733

9 65,576 30,758 30,758 65,495 30,775 17 △ 34,720

10 12,596,345 12,185,000 12,416,548 12,397,546 12,141,382 △ 43,618 △ 256,164

11 ※
≪参考≫
精算要素

△ 348,527 △ 278,302 △ 1

12 12,247,818 12,119,244 12,141,381 22,137

令和元年度 令和3年度 予算 令和2年度決算
決算額 予算額（当初） 予算額（補正後） 決算見込額 予算見込額 増減 見込みとの差額

Ａ ※予定含む B C C－Ａ Ｃ－Ｂ

13 79,448 83,183 83,183 78,093 86,882 3,699 8,789

14 8,937,623 8,877,539 8,926,877 8,836,005 8,971,952 94,413 135,947

15 3,097,501 3,066,105 3,066,105 3,066,104 3,142,735 76,630 76,631

16 2 3 3 2 3 0 1

17 0 11 11 11 4 △ 7 △ 7

18 118,412 136,856 136,856 121,034 138,029 1,173 16,995

19 190,284 744 128,917 128,184 761 17 △ 127,423

20 6,341 20,559 121,120 64,738 17,990 △ 2,569 △ 46,748

21 12,429,611 12,185,000 12,416,548 12,294,171 12,358,356 173,356 64,185

22 ※
≪参考≫
精算要素

△ 190,284 △ 166,745 △ 761

23 12,239,327 12,127,426 12,357,595 230,169

24 166,734 0 0 103,375 △ 216,974 △ 216,974 △ 320,349

25 47,852 △ 46,743 △ 216,214 △ 169,471

26 743,666 760,282 761,043 761

27 8,491 △ 8,182 △ 216,214 △ 208,032

※交付金や納付金の前年度・前々年度の返還や追加交付等の精算金

※赤字及び黒字要素である繰越金、基金積立金、基金繰入金

歳出合計

実質支出

歳入歳出差引

単年度実質収支

基金残高

精算要素を除いた収支

国民健康保険事業費
納付金

共同事業拠出金

財政安定化基金拠出
金

保健事業費

基金積立金

その他の支出

実質収入

行

番

号
歳　　　出

令和2年度

総務費

保険給付費

道支出金

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

その他の収入

歳入合計

■ 報告事項（１）令和２年度江別市国民健康保険特別会計決算見込み及び

行

番

号
歳　　　入

令和2年度

国民健康保険税

国庫支出金

 　報告事項（４）令和３年度予算見込みについて
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■ 報告事項（２）軽減判定所得の見直しについて 

 

（参考）平成 30 年度税制改正による基礎控除等の変更 

   フリーランスで働く人の増加などを踏まえ、個人所得課税における給与所得控除と公的年金

等控除を 10 万円引き下げ、基礎控除を 10 万円引き上げる税制改正が行われたことにより、国

民健康保険税の基礎控除等も令和３年度から次のように変更される。 

 

 

 

●軽減判定所得の見直し内容 

   基礎控除を 10 万円引き上げるとともに、同一世帯における給与所得者等の数から１を減じ

た数に 10 万円を乗じた額を加える。 

給与所得控除等の引下げが、複数の給与所得者等がいる世帯における軽減判定の不利益になら

ないよう、軽減判定所得の算定に用いる基礎控除を給与所得者等の数に応じて増額する。 

 

 

 

 

（－） （－）

（－） （－）

（－） （－）

（×税率）

給与

▲10万円

給与所得控除

公的年金等

▲10万円

公的年金等控除

農業・

事業等収入
必要経費

税額

＋＋＋＋10万円

給与及び公的年金については、給与所得

控除等の引き下げと基礎控除の引き上げ

が相殺されるが、農業・事業収入につい

ては基礎控除の引き上げのみが適用され、

実質的な減税となる。

【補足】

＋＋＋＋10万円

基礎控除

＋＋＋＋10万円

基礎控除

基礎控除

（－）

（－）

（－）

給与

▲10万円

給与所得控除

公的年金等

▲10万円

公的年金等控除

農業・

事業等収入
必要経費

【軽減判定所得における基礎控除の算定方法】

現 行 33万円

改正後 43万円＋10万円×（給与所得者等の数－１）

世
帯
合

計
所

得 28.5万円×被保険者数

52万円×被保険者数

７割

軽減

５割

軽減

２割

軽減

軽

減

判

定

＋＋＋＋10万円

基礎控除

10万円

×

(n-1)

＋＋＋＋10万円

基礎控除

10万円

×

(n-1)

＋＋＋＋10万円

基礎控除

10万円

×

(n-1)

※

nは給与所得者等の数
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■ 報告事項（３）国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画） 

に係る令和元年度評価について 

 

１ 保健事業実施計画（データヘルス計画）の概要 

高齢化の進展等を踏まえ、保険者は、健康・医療情報（健康診査の結果や診療報酬明細

書等）を活用して、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的・効率的な保健事業の実施を図るた

めの計画を策定することとされている。 

江別市では、平成２７年度に第１期計画を策定し、現在、第２期（平成３０年度～令和

５年度）の計画期間中であり、毎年度、目標の達成状況等を評価することとしている。 

 

２ 中長期目標と短期目標 

中長期目標 短期目標 

Ⅰ 特定健診受診率の向上 
① 特定健診継続受診者の割合向上 

② 生活習慣病重症化予防保健指導実施率の向上 

Ⅱ 特定保健指導終了率の向上 ③ 特定保健指導新規利用率の向上 

 

３ 評価結果 

（１）短期目標 

   H30 R1 R2 

① 
特定健診継続受診者の

割合向上 

目標（想定） 15.5％ 16.2％ 16.9％ 

実績 16.6％ 16.4％ － 

差 +1.1％ +0.2％ － 

② 
生活習慣病重症化予防

保健指導実施率の向上 

目標（想定） 73.0％ 74.5％ 76.0％ 

実績 69.0％ 64.3％ － 

差 △4.0％ △10.2％ － 

③ 
特定保健指導新規利用

率の向上 

目標（想定） 33.6％ 35.2％ 36.8％ 

実績 42.5％ 31.9％ － 

差 +8.9％ △3.3％ － 

 

（２）中長期目標 

   H30 R1 ・ R5 

Ⅰ 
特定健診受診率の 

向上 

目標（想定） 28.5％ 29.0％ ・ 31.0％ 

実績 28.7％ 25.8％ ・ － 

差 +0.2％ △3.2％ ・ － 

Ⅱ 
特定保健指導終了率

の向上 

目標（想定） 40.0％ 41.0％ ・ 45.0％ 

実績 43.1％ 39.9％ ・ － 

差 +3.1％ △1.1％ ・ － 
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■ 報告事項（４）令和３年度江別市国民健康保険特別会計予算の編成方針について 

    

（１） 基本方針 

  ○ 広域化（都道府県単位化）に伴う国民健康保険財政の健全性確保 

○ 医療費適正化への取組み 

  ○ 収納対策の推進 

  ○ 一般会計繰入金の確保 

  ○ 保健事業の推進 

  ○ 特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の向上の取組み 

 

（２) 基本的事項 

○被保険者数 

過去の変動及び直近の資格の得喪状況などを勘案して積算 

   R1 年度実績 R2 年度見込 R3 年度積算 増減率 

一般被保険者数 24,887 人 24,460 人 24,181 人 1.1％減 

退職被保険者数 3 人 0 人 0 人 － 

計 24,890 人 24,460 人 24,181 人 1.1％減 

   ※被保険者数はそれぞれ年度平均。 

 

○国民健康保険税現年度分収納率見込み 

過去３ヵ年実績の平均を令和２年度、令和３年度に見込んで積算 

  R1 年度実績 R2 年度見込 R3 年度積算 

基礎課税分 97.2% 97.1% 97.1% 

後期支援分 97.3% 97.1% 97.1% 

介 護 分 95.5% 95.7% 95.7% 

計 97.1% 97.0% 97.0% 

 

○保険給付費 

北海道が積算した結果を参考に過去の医療費動向や直近の状況などから積算 

 R1 年度実績 R2 年度見込 R3 年度積算 増減率 

保険給付費 8,937,623 千円 8,836,005 千円 8,971,952 千円 1.5％増 

 

  ○国民健康保険事業費納付金 

    北海道が積算し、市町村に通知 

 R1 年度 R2 年度 R3 年度(概算額) 増減率 

納付金 3,097,501 千円 3,066,104 千円 3,142,735 千円 2.5％増 
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■　協議事項（１）令和３年度国民健康保険税の課税限度額について

※②及び③は世帯の収入と被保険者数により軽減制度がある。

（２万円の引上げ）

（※増減なし）

（１万円の引上げ）

限度額計

１人につき　5,300円
19万円

③平等割 １世帯につき　6,000円

限度額計

96万円

限度額
②均等割

限度額

19万円

16万円

①所得割 （所得額 - 330,000円）×　1.7　％

②均等割 １人につき　9,600円

17万円17万円17万円17万円

○令和２年度江別市国民健康保険税課税方法（現行）

江
別
市
国
民
健
康
保
険
税

基礎
課税分

①所得割 （所得額 - 330,000円）×　8.3　％

限度額
②均等割 １人につき　24,000円

61万円

③平等割 １世帯につき　25,500円

後期高齢者
支援金等
課税分

介護納付金
課税分

①所得割 （所得額 - 330,000円）×　1.8　％
限度額

国
民
健
康
保
険
税

16万円

○地方税法施行令の一部改正

  令和２年３月３１日に地方税法施行令の一部を改正する政令が公布され、国民健康保険
税の基礎課税分が２万円、介護納付金課税分が１万円引き上げられた。

現行 改定後

基礎
課税分

限度額 限度額

61万円 63万円63万円63万円63万円

後期高齢者
支援金等
課税分

限度額

99万円99万円99万円99万円

介護納付金
課税分

限度額
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基礎課税分
後期高齢者
支援金等分

介護
納付金分

計 基礎課税分
後期高齢者
支援金等分

介護
納付金分

計

Ｈ20 47万円 12万円 9万円 68万円 47万円 12万円 9万円 68万円

Ｈ21 ↓ ↓ 10万円 69万円 ↓ ↓ ↓ 68万円

Ｈ22 50万円 13万円 ↓ 73万円 ↓ ↓ 10万円 69万円

Ｈ23 51万円 14万円 12万円 77万円 50万円 13万円 ↓ 73万円

Ｈ24 ↓ ↓ ↓ 77万円 51万円 14万円 12万円 77万円

Ｈ25 ↓ ↓ ↓ 77万円 ↓ ↓ ↓ 77万円

Ｈ26 ↓ 16万円 14万円 81万円 ↓ ↓ ↓ 77万円

Ｈ27 52万円 17万円 16万円 85万円 ↓ 16万円 14万円 81万円

Ｈ28 54万円 19万円 ↓ 89万円 52万円 17万円 16万円 85万円

Ｈ29 ↓ ↓ ↓ 89万円 54万円 19万円 ↓ 89万円

Ｈ30 58万円 ↓ ↓ 93万円 ↓ ↓ ↓ 89万円

Ｒ1 61万円 ↓ ↓ 96万円 58万円 ↓ ↓ 93万円

Ｒ２ 63万円 ↓ 17万円 99万円 61万円 ↓ ↓ 96万円

※Ｒ３ ↓ ↓ ↓ 99万円 63万円 ↓ 17万円 99万円63万円 ↓ 17万円 99万円63万円 ↓ 17万円 99万円63万円 ↓ 17万円 99万円

※令和2.11.12厚生労働省開催　社会保障審議会医療保険部会資料（案）

○江別市国民健康保険税課税限度額に到達する世帯収入

単身世帯（給与収入） ４人世帯（主給与収入／妻・２名収入なし／夫婦介護該当）

区分 現行 改定後 区分 現行 改定後

基礎課税分 921万円 947万円 基礎課税分 824万円 851万円

後期高齢者

支援金等課税分

1,305万円 1,305万円
後期高齢者

支援金等課税分

1,211万円 1,211万円

介護納付金
課税分

1,089万円 1,141万円
介護納付金
課税分

1,036万円 1,090万円

○国及び江別市国民健康保険税課税限度額の推移

年　度

国（法定課税限度額） 江別市

○令和３年度国民健康保険税課税限度額改定による影響見込み

区　　分 影響世帯数
影響世帯

割合

基礎課税分 230 1.2%

○道内３４市の国民健康保険税（保険料）限度額の改定状況（法定基準）

法定基準まで

※１

段階的引上げ

※２

基礎課税分 24 9 1 0 0 34

後期高齢者

支援金等分 34 0 0 0 0 34

介護

納付金分 34 0 0 0 0 34

（令和2年12月現在）

※１　小樽・旭川・三笠・根室・深川・恵庭・北広島・石狩・江別（令和２年度法定基準に改定予定）

※２　苫小牧（令和元年度法定基準に改定予定）

※令和2年11月現在の状況を基に試算。

調定額（増）
歳入額（増）

※収納率96.7%で試算

4,984千円5,154千円

区　　分

令和３年度改定予定

改定なし 未定 計改定済
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■
協

議
事

項
（

２
）

令
和

３
年

度
国

民
健

康
保

険
事

業
費

納
付

金
概

算
額

に
つ

い
て

■
協

議
事

項
（

２
）

令
和

３
年

度
国

民
健

康
保

険
事

業
費

納
付

金
概

算
額

に
つ

い
て

■
協

議
事

項
（

２
）

令
和

３
年

度
国

民
健

康
保

険
事

業
費

納
付

金
概

算
額

に
つ

い
て

■
協

議
事

項
（

２
）

令
和

３
年

度
国

民
健

康
保

険
事

業
費

納
付

金
概

算
額

に
つ

い
て

概
算

納
付

金
の

概
要

○
北
海
道
は
北
海
道
国
民
健
康
保
険
運
営
方
針
に
定
め
る
算
定
方
法
に
よ
り
、
全
国
平
均
医
療
費
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
や

介
護
納
付
金
負
担
見
込
額
な
ど
国
が
示
す
仮
係
数
を
基
に
概
算
納
付
金
を
算
定
、
道
及
び
市
町
村
は
こ
の
額
に
基
づ
い
て
、

令
和
３
年
度
予
算
を
編
成

○
国
の
予
算
案
が
決
ま
り
係
数
が
確
定
後
、
北
海
道
は
確
定
納
付
金
を
算
定
、
道
及
び
市
町
村
は
確
定
額
を
予
算
措
置

北
海
道
国
保
特
別
会
計 保
険
給
付
費
等
（
後
期
高
齢
者
支
援
金
、
介
護
納
付
金
な
ど
）
４
，
７
２
０
億
円

激
変
緩
和
措
置
(国

調
交
９
億
円
)

国
調
整

交
付
金

3
2
6
億

７
％

道
調

整
交

付
金

等
１
９
８
億

４
％

定
率
国
庫
負
担
金

８
８
１
億
円
１
９
％

高
額

共
同

事
業

４
２
億

１
％

前
期
高
齢
者
交
付
金

１
，
７
７
７
億
円
３
７
％

国
保
事
業
費
納
付
金

１
，
４
９
６
億
円
３
２
％

市
町
村
国
保
特
別
会
計 個
別
歳
入

３
３
３
億
円

個
別
歳
出

６
１
億
円

特
定
健
診
等
保
健
事
業

条
例
減
免
費
用
な
ど

国
道
支
出
金

一
般
会
計
繰
入
金
な
ど

保
険

税
（
料
）

保
険
基
盤
安
定
繰
入
金

法
定
外
一
般
会
計
繰
入

国
保
積
立
基
金
繰
入

＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋

保険税(料)収納

必要額財源

保 険
税

(料
)

収 納 必 要 額

1
,2
2
4
億

円

国保事業費納付金

1
,4
9
6
億

円
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江
別
市
国
保
事
業
費
納
付
金
概
算
額
と
保
険
税
収
納
必
要
額

【
参
考
】
前
年
比
較
及
び
増
減
要
因

※
個
別
歳
入
歳
出
は
、
現
時
点
で
の
令
和
３
年
度
見
込
額
を
積
算

【
主
な
増
減
要
因
】

◆
医
療
分
の
減
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
過
去
３
年
間
の
医
療
費
平
均
額
の
減

◆
後
期
支
援
金
分
、
介
護
納
付
金
分
の
増
・
・
・
高
齢
者
の
所
得
の
増
（
所
得
シ
ェ
ア
の
増
）
、
激
変
緩
和
措
置
の
減

(一
般
被
保
険
者

分
、
単
位
：
千

円
)

賦
課

総
額

d

収
納

率

e

収
納

見
込

額

d
*
e
=
f

6
2
6
,8
9
6
2
,5
1
5
,8
3
7

2
,3
6
5
,6
0
2
9
6
.7
0
%

2
,2
8
7
,5
3
7

△
2
2
8
,3
0
0

3
,1
4
2
,7
3
3

国
保

事
業

費
納

付
金

a

収
納

不
足

見
込

額

f
-
c

個
別

歳
入

個
別

歳
出

b

保
険

税
収

納
必

要
額

a
-
b
=
c

現
 
行

 
税

 
率

比 較

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

人
1
,
0
9
2
,
5
9
8

1
,
0
7
6
,
1
8
2

△
 
1
.
5

％
2
4
,
6
3
8

2
4
,
2
0
4

△
 
1
.
8

％

医
療

分
千

円
1
1
2
,
0
5
7
,
3
9
7

1
0
8
,
7
5
0
,
5
5
9

△
 
3
.
0

％
2
,
3
4
5
,
9
2
5

2
,
2
9
6
,
3
8
9

△
 
2
.
2

％

後
期

支
援

金
分

千
円

3
1
,
4
4
0
,
6
2
5

3
1
,
1
5
0
,
6
6
8

△
 
0
.
9

％
5
4
6
,
7
8
6

6
6
3
,
9
7
3

1
7
.
6

％

介
護

納
付

金
分

千
円

1
0
,
1
3
5
,
5
5
8

9
,
7
8
7
,
1
6
8

△
 
3
.
6

％
1
6
9
,
9
6
7

1
8
2
,
3
7
1

6
.
8

％

計
千

円
1
5
3
,
6
3
3
,
5
8
0

1
4
9
,
6
8
8
,
3
9
5

△
 
2
.
6

％
3
,
0
6
2
,
6
7
8

3
,
1
4
2
,
7
3
3

2
.
5

％

１
人

当
た

り
円

1
4
0
,
6
1
3

1
3
9
,
0
9
2

△
 
1
.
1

％
1
2
4
,
3
0
7

1
2
9
,
8
4
4

4
.
3

％

増
減

率

被
保

険
者

数

区
分

単
位

納
付

金

北
海

道

増
減

率

江
別

市
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国
保

事
業

費
納

付
金

の
財
源

確
保

に
向

け
た
検

討
課

題

○
国
・
道
の
交
付
金
等
の
一
層
の
確
保
、
国
民
健
康
保
険
税
の
収
納
率
向
上
な
ど
に
よ
る
歳
入
確
保

○
国
民
健
康
保
険
税
課
税
限
度
額
の
引
き
上
げ

○
国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
、
均
等
割
額
及
び
平
等
割
額
の
見
直
し

○
国
民
健
康
保
険
積
立
基
金
の
活
用

国
保
事
業
費
納
付
金
と
財
源
不
足
見
込
額
等
の
将
来
推
計

（
単

位
：
人

、
千

円
）

令
和
元
年
度
令
和
２
年
度
令
和
３
年
度
令
和
４
年
度
令
和
５
年
度

算
定
方
法

被
保
険
者
数

a
2
5
,1
4
2

2
4
,6
3
8

2
4
,2
0
4

2
3
,7
7
0

2
3
,3
4
4
令
和
３
年
度
の
減
少
率

激
変
緩
和
前
納
付
金

b
3
,2
3
7
,7
0
3
3
,2
1
7
,5
2
8
3
,1
4
2
,7
3
3
3
,1
4
2
,7
3
3
3
,1
4
2
,7
3
3
令
和
３
年
度
以
降
横
ば
い

激
変
緩
和
措
置
適
用
額

c
△
1
4
0
,2
0
1
△
1
5
1
,4
2
5

0
0

0
令
和
３
年
度
か
ら
対
象
外
と
な
る
見
込
み

国
保
事
業
費
納
付
金

d
=
b
+
c

3
,0
9
7
,5
0
2
3
,0
6
6
,1
0
3
3
,1
4
2
,7
3
3
3
,1
4
2
,7
3
3
3
,1
4
2
,7
3
3

個
別
歳
入
・
歳
出
差
引
額

e
△
6
7
9
,4
1
9
△
6
2
4
,6
7
5
△
6
2
6
,8
9
6
△
6
2
6
,8
9
6
△
6
2
6
,8
9
6
令
和
３
年
度
以
降
横
ば
い

保
険
税
収
納
見
込
額

f
2
,3
0
7
,5
7
9
2
,3
3
0
,7
7
4
2
,2
8
7
,5
3
7
2
,2
4
8
,6
6
1
2
,2
0
8
,3
6
1
一
人
当
た
り
収
納
額
×
被
保
険
者
数

財
源
不
足
見
込
額

g
=
f-
(d
+
e
)

△
1
1
0
,5
0
4
△
1
1
0
,6
5
4
△
2
2
8
,3
0
0
△
2
6
7
,1
7
6
△
3
0
7
,4
7
6

基
金
繰
入
額

1
1
7
,8
9
5

1
2
8
,1
8
4

2
1
6
,9
7
4

基
金
残
高

7
4
3
,4
7
5

7
6
0
,2
8
2

5
5
3
,6
7
3

※
個
別
歳
入
・
歳
出
差
引
額
は
、
現
時
点
で
の
令
和
３
年
度
見
込
額

項
目
　
／
　
年
度
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